
（第２回）20205_長野県飯田市_r7_2
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r7物価_2_2 r7物価_2_2

276,961          
令和７年度既配分額

国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑤

312,842                                52,680                 

73,155            43,995                                  52,680                 

23,901            29,160                                  

-                   -                                         

187,085                                

35,881            
今回配分予定額

国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑤

187,085          260,240                                

6,065             28,070                                  

-                   2,490                                   事業数 12 基金事業数 0 R6補正_推奨 -               

-                                         最終事業NO 15 R6補正_低 260,240      

312,842          
配分予定額計

国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑤

14,451                                  前回から記載内容に
変更があった事業数 10 R7予備_推奨 -               

260,240          小計　配分予定額計
（R7予備費分）

　（うち"交付対象経費の
みの変更"を除いた変更
事業数）

10

29,966            45,011                                  　（うち給付金事業数） 1

-                   -                                         

603,048          -                                         

-                                         

-                   -                                         -                        

-                   618,093                                -                        

配分予定額計 総務省 670,773                

Ａ

Ｂ１ Ｂ３ Ｂ４

交付対象経費
国のR6補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

国のR6補正予算分
（交付限度額②）

（令和６年度低所得世帯支
援枠等分）
給付費

国のR6補正予算分
（交付限度額③）

（令和６年度低所得世帯支
援枠等分）
事務費

国のR6補正予算分
（交付限度額④）

（給付支援サービス分）

国のR7予備費分
（交付限度額⑤）

（推奨事業メニュー分）

その他
（一般財源や補助対象

外経費等）

合計  707,888  707,888  355,769  260,240  29,966  -  61,913 - 

令和6年度住民税均等割非課
税世帯（3万円）

＋こども加算（2万円）
＋不足額給付

（令和６年度低所得世帯支援枠
等）

1 R6_補正 低所得 ○ ○ ○
住民税非課税世帯支援給付金
給付事業・不足額給付金給付
事業

Ⅱ．物価高の克服 ○ －  290,206  290,206  -  260,240  29,966  -  -

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の
生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R6,R7の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　7,496世帯×30千円、子ども加算
817人×20千円、、定額減税を補足する給付（うち不足額給付）の対象者
17,545人　(322,020千円）　　のうちR7計画分
事務費　29,966千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託
料　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（7,496世帯）、定額減税を補足する給
付（うち不足額給付）の対象者数（17,545人）

－ ○ － R7.3 R7.11 対象世帯に対して令和7年3月までに支給を
開始する

ホームページ、広報誌
対象分野に関連しな
い

R6補正（地）

（デジタル庁）
給付支援サービス

（R6補正）

2  -  -

令和６年度低所得世帯支援枠
等関連の給付費

（家計急変への横出し等・R6補
正）

3  -  -

事務費
（上乗せ・横出し）

4  -  -

5 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
社会福祉施設等原油価格等物
価高騰対策事業補助金

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑤医療・介護・
保育施設、学校
施設、公衆浴場
等に対する物
価高騰対策支

援

 72,266  72,266  72,266

①障がい福祉事業、介護保険事業及び児童養護等を行う事業者は、物価
高騰による支出増分を利用料に反映し値上げすることができず、安定的
な福祉サービスの提供に大きな影響を及ぼしている。物価高騰分の一部
を補助することにより、安定的なサービスの提供及び運営継続ができる。
②負担金補助及び交付金：72,266千円
③飯田市の規定により補助する。
③－１　・対象期間：令和７年７月から令和７年12月分の６カ月分
　　　　 　・基準単価（６カ月分）
　         　ア　入所・居住・多機能型施設：120千円/施設
　         　イ　通所系施設：60千円/施設
　         　ウ　訪問系施設：20千円/施設
           　・加算単価（６カ月分）
　          　ア　入所・居住・多機能型施設：7千円/定員１人
　　          イ　通所系施設：2千円/定員１人に加えガソリン代20千円
　　          ウ　ガソリン代20千円
　    ◆小計
　          　ア　120千円×66施設＋7千円×2,017人＝22,039千円
　　          イ　 60千円×147施設＋2千円×4,269人＋20千円×147施設
                    ＝20,298千円
　           　ウ　 20千円×146施設+20千円×146施設＝5,840千円
③－２　・対象期間：令和８年１月から令和８年３月分の３カ月分
　　　　　　・基準単価（３カ月分）
　　　　　　　ア　入所・居住・多機能型施設：60千円/施設

－ － － R7.7 R8.3 対象事業者数に対する交付事業者数の比
率　100%

ホームページ
対象分野に関連しな
い

R7当初（地） 長寿支援課

6 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
子育て世帯生活支援特別給付
金（ひとり親世帯分）

Ⅱ．物価高の克服 ○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世帯
支援

 12,754  12,754  12,754

①物価高が続く中で低所得のひとり親世帯の支援を行うことで、経済的負
担を軽減する
②交付金：11,620千円、役務費：271千円、需用費：160千円、年職人件費：
703千円
③給付額10千円×支給対象児童数（見込）1,162人、通知郵送料：186千
円、振込手数料：85千円、消耗品費：100千円、印刷製本費：60千円、年職
人件費：703千円（2人分）
④児童扶養手当受給者及び児童扶養手当受給水準となったひとり親

－ ○ － R7.4 R7.9 支給児童数：1,162人
（７６４世帯）

ホームページ、広報誌
低所得のひとり親世
帯への給付金等

R7当初（地） 保育家庭課

7 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 副食費物価高騰対策支援事業 Ⅱ．物価高の克服 ○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世帯
支援

 19,740  19,740  19,740

①物価高騰による賄材料費の増額分の一部を保育施設へ補助すること
で、徴収実費への価格転嫁が抑制され保護者の負担軽減となる。
②補助金：19,740千円
③補助額上限　700円/月・1人×支給対象見込2,350人×12カ月
④市内民間保育施設等

－ － － R7.4 R8.3 補助園児数：2,350人 ホームページ
保育所・幼稚園・認
定こども園等

R7当初（地） 保育家庭課

8 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
中小企業等省エネ・創エネ機
器導入促進事業

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑦中小企業等
に対するエネル
ギー価格高騰
対策支援

 84,950  84,950  84,950

①エネルギー価格の高騰に直面する市内の中小企業等に対し、省エネ効
果の高い設備への更新や太陽光発電設備等の導入を促進し、事業活動
に係るエネルギーコストを削減する
②市内事業者に対する補助金および事務費
③補助金：78,100千円（平均1,562千円×50件）、委託料：6,600千円、消耗
品費180千円、印刷製本費50千円、通信運搬費20千円
④長野県内に本社又は本店の機能を有し、かつ、飯田市の区域内に所在
する事業所、施設等において事業活動を行っている中小企業等

－ － － R7.6 R8.3 補助金を利用した事業者数：45件 ホームページ、広報誌
対象分野に関連しな
い

R7当初（地） ゼロカーボン
シティ推進課

9 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
中小企業等エネルギーコスト
削減計画策定支援事業

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑦中小企業等
に対するエネル
ギー価格高騰
対策支援

 4,890  4,890  4,890

①原油やエネルギー価格等の物価高騰等の影響を受けている市内の事
業者向けに、エネルギー使用状況等を可視化するためのシステム導入を
支援することで、エネルギー使用量の低減及び脱炭素経営の推進につな
げる
②委託料：4,840千円、消耗品費：50千円
③システム提供事業者に対する支援業務委託料　一式　4,840千円（CO2
排出量可視化支援システム利用料66千円×60社、CO2排出量報告書作
成等880千円）、消耗品費　50千円
④市域内に事務所、事業所等を有する中小企業規模の事業者

－ － － R7.5 R8.3 可視化等支援事業者数：60件 ホームページ、プレスリリース等
対象分野に関連しな
い

R7当初（地） ゼロカーボン
シティ推進課

10 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
飯田市貨物運送事業者等燃料
価格高騰対策支援事業

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑧地域公共交
通・物流や地域
観光業等に対
する支援

 22,110  22,110  22,110

①燃料価格高騰により影響を受ける中小貨物運送事業者の事業継続支
援
②補助金：22,080千円、役務費：30千円
③一般貨物自動車704台×30千円、軽貨物自動車64台×15千円、郵送料
30千円
　※北陸信越運輸局登録台数
④市内に本社又は事業所を置き、許可を受けて運送事業を営む事業者

－ － － R7.5 R7.6
補助台数
（1）一般貨物自動車704台
（2）軽貨物自動車64台

ホームページ、定例記者会見、新聞記事、中小貨物
運送事業者への通知、下伊那トラック協会と連携し
た会員への周知

運輸交通・物流・観
光事業者

R7当初（地） 産業振興課

11 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
学校給食物価高騰対策支援事
業補助金

Ⅱ．物価高の克服 ○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世帯
支援

 92,086  92,086  92,086

①物価高騰等に直面する保護者に追加的な負担を生じさせないために、
物価高騰分の給食費を市が補助し、従来通りの栄養バランスや量を保っ
た給食提供を行うため、学校給食会計に対して補助金を交付する
②高騰した分の食材購入費（教職員は除く）
③補助金額（児童・生徒分のみ）
　丸山共同調理場　　　249,417食×60円＝14,965,020円
　矢高共同調理場　　　656,184食×60円＝39,371,040円
　竜峡共同調理場　　　314,180食×60円＝18,850,800円
　南信濃給食センター　 12,114食×60円＝   726,840円
　上郷小学校給食室　 115,899食×60円＝ 6,953,940円
　高陵中学校給食室　  93,162食×60円＝ 5,589,720円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　計　　　　86,457,360円
　【精米価格高騰追加分】　　　小　計　　　　5,628,403円（１～３月分）
　　丸山　　　57,006食×17.5円＝997,605円
　　矢高　　148,690食×17.5円＝2,602,075円
　　竜峡　　　63,928食×17.5円＝1,118,740円
　　南信濃　　2,787食×17.5円＝　 48,773円
　　上郷小　　27,232食×17.5円＝476,560円
　　高陵中　　21,980食×17.5円＝384,650円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　合　計　　　92,085,763円
④児童・生徒の保護者

－ － － R7.4 R8.3 物価高騰に対応するための年度途中の給
食費の値上げを０円にする

ホームページ 給食 R7当初（地） 学校教育課

12 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
飯田市医療関連施設価格高騰
対策支援事業（R6補正予算
分）

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑤医療・介護・
保育施設、学校
施設、公衆浴場
等に対する物
価高騰対策支
援

 46,973  46,973  46,973

①価格高騰により医療関連施設等の経済的負担が増大する中、経営の
安定化を図り医療サービスの継続的提供体制を確保する
②補助金：43,271千円、委託料：3,702千円
③補助額
病院・医科診療所（有床）：180,000円×７施設＋22,500円×945病床
医科診療所（無床）・歯科診療所・薬局・助産所：90,000円×182施設
施術所・歯科技工所：30,000円×182施設×80％
④飯田市内で病院、医科診療所、歯科診療所、保険薬局、助産所、施術
所（あん摩・はり・きゅう・柔道整復）、歯科技工所を営む施設

－ － － R7.11 R8.3 対象事業者数に対する交付事業者数の比
率　100%

ホームページ 医療（光熱費関係） R7補正（地） 保健課

13 R7_予備 推奨事業 ○ ○ ○
飯田市医療関連施設価格高騰
対策支援事業（R7予備費分）

米国関税措置 ○

⑤医療・介護・
保育施設、学校
施設、公衆浴場
等に対する物
価高騰対策支
援

 46,973  46,973  46,973

①価格高騰により医療関連施設等の経済的負担が増大する中、経営の
安定化を図り医療サービスの継続的提供体制を確保する
②補助金：43,271千円、委託料：3,702千円
③補助額
病院・医科診療所（有床）：180,000円×７施設＋22,500円×945病床
医科診療所（無床）・歯科診療所・薬局・助産所：90,000円×182施設
施術所・歯科技工所：30,000円×182施設×80％
④飯田市内で病院、医科診療所、歯科診療所、保険薬局、助産所、施術
所（あん摩・はり・きゅう・柔道整復）、歯科技工所を営む施設

－ － － R7.11 R8.3 対象事業者数に対する交付事業者数の比
率　100%

ホームページ 医療（光熱費関係） R7補正（地） 保健課

14 R7_予備 推奨事業 ○ ○ ○
飯田市普通公衆浴場価格高騰
対策支援事業

米国関税措置 ○

⑤医療・介護・
保育施設、学校
施設、公衆浴場
等に対する物
価高騰対策支
援

 90  90  90

①価格高騰により医療関連施設等の経済的負担が増大する中、経営の
安定化を図り医療サービスの継続的提供体制を確保する
②補助金45千円
③給付額45千円×2施設
④普通公衆浴場

－ － － R7.10 R8.3 補助金の交付により市内２カ所の普通公衆
浴場が事業を継続できる

ホームページ
対象分野に関連しな
い

R7補正（地） 環境課

15 R7_予備 推奨事業 ○ ○ ○ 制度資金利子補給事業 米国関税措置 ○

⑦中小企業等
に対するエネル
ギー価格高騰
対策支援

 14,850  14,850  14,850

①エネルギー・原材料価格高騰等の影響を受けている中小企業者等を対
象として、飯田市及び長野県の融資制度を利用した際に発生する借入当
初12か月分の利子相当額を先払いで補助することにより迅速な資金繰り
を支援する。
②融資制度を利用した際に生じる借入当初12か月分の利子相当額（市、
県制度資金利子補給金）の補助。
③ア　利用された該当融資制度資金における利子相当額の試算　22,000
千円…①
　イ　対象期間　４～12月（９カ月間）…②
　ウ　利用想定（増加率）　1.5倍…③
　エ　条件を満たす中小企業者の割合　6割…④
　①×②（9/12）×③1.5×④（0.6）＝14.850千円
④飯田市及び長野県の融資制度の利用者で、直前３カ月のうちいずれか
１か月の売上高又は収益性が、令和６年同月に比べ15パーセント以上減
少している者（中小企業に限る）

－ － － R7.4 R8.3
対象者から交付申請があった都度速やかに
交付する。
目標件数：90件

ホームページ、プレスリリース
対象分野に関連しな
い

R7補正（地） 産業振興課

Ｒ

６

経

済

対

策

等

】
差

押

禁

止

法

の

対

象

範

囲

　

※

事

務
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29,966                                           

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｂ２

基金
事業
始期

事業
終期

成果目標（可能な限り定量的指標を設
定）

特定事業者等
支援

-                                                  

個人を対象と
した給付金等

Ｎｏ

臨時の措置であ
ることが分かる
事業名称として

いる

移替先                                        655,728

国のR6補正分（給付支援サービス分）
交付限度額④　（令和７年７月通知分）

令和７年３月17日事務連絡に基づく追加分 配分予定額計
※事務連絡は該当団体のみに通知

配分予定額計
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

事務費　交付限度額③
配分予定額計

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）
交付限度額④

Ｂ

都道府県・市町村コード（５桁）

令和７年度既配分額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②

配分予定額計
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②

国

の

予

算

年

度

Ｃ

交付対象経費(地方単独事業費)
（その他）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和７年７月18日通知分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和７年８月調査での追加分）

※該当団体のみ

（単位：千円）

260,240                                         

ikikaku@city.iida.lg.jp

令和７年度既配分額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

事務費　交付限度額③
令和７年度既配分額

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）
交付限度額④

今回配分予定額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②
今回配分予定額

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③

今回配分予定額
国のR6補正予算分（給付支援サービス分）

交付限度額④

-                         
令和７年度既配分額

国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①

担当者氏名

交付限度額計

令和７年３月17日事務連絡に基づく追加分　交付限度額
※事務連絡は該当団体のみに通知

交付対象経費(地方単独事業費)
（R7予備費分）

交付対象経費(地方単独事業費)
（R6経済対策分）

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）　交付限度額④
にかかる交付対象経費

国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）　交付限度額⑤
にかかる交付対象経費 61,913                                           

配分予定額計
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

備考2
エラー（臨時名称選
択漏れ）

エラー（枠選
択漏れ）

自治体利用欄自治体での予算区分 自治体利用欄
エラー（予算
年度選択漏
れ）

備考3

備考1
(重点支援地方交付
金の追加を踏まえ
た各省庁の通知の
発出状況に定義さ
れている対象分野)

小計　交付限度額③

52,680                  

エラー（効果
直接選択漏
れ）

実施状況の公表等について（HP,広報紙など）

令和７年３月17日事務連絡に基づく追加分にかかる交付対象経費
※事務連絡は該当団体のみに通知 -                                                  

エラー（交付
限度額記載

不備）

エラー（既配
分額記載不

備）

52,680                  
今回配分予定額

国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②にかかる交付対象経費

小計　交付限度額④

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（今回追加分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和●年●月通知分）

国のR6補正分（給付支援サービス分）
交付限度額④　（令和６年度本省繰越分）

国のR6補正分（給付支援サービス分）
交付限度額④　（今回追加分）

小計　交付限度額（R6経済対策分）

52,680                  

小計　配分予定額計
（R6経済対策分）

エラー（交付対象経
費<既配分額）

※第2回提出におい
ては、低所得世帯支
援枠等分の給付費
分について「交付対
象経費<既配分額」と
なる場合も受付可と

します。

エラー（交付
限度額<既配

分額）

エラー（自治
体名記載不

備）

エラー（担当
者・連絡先記

載不備）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和●年●月通知分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和6年度本省繰越分）

小計　交付限度額②

国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑤　（令和7年5月27日通知分）

小計　交付限度額（R7予備費分）

国のR6補正分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①　（令和6年度本省繰越分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和6年度本省繰越分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和７年７月18日通知分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和７年８月調査での追加分）

※該当団体のみ

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（今回追加分）

令和７年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

枠

企画部企画課担当部局課名 355,769                                         

20205

【20_長野県】

20205_長野県飯田市

国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①
にかかる交付対象経費

0265-22-4511（内線：2225）

地

方

単

独

事

業

推奨事業メ
ニュー

⑨を選択した場合、より効果があると
考える理由

交付対象事業の名称
経済対策等との関

係 総事業費

エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰の
影響を受けた
生活者等に対
して事業の効
果が直接及ぶ

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③にかかる交付対象経費

矢澤　大輔

都道府県区分

地方公共団体名（コード有り）

電話番号

メールアドレス


